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はしがき 
 

当研究所では、企業を取り巻く外部環境が大きく変化した 1990 年代以降の企業経営に

焦点をあて、新しい外部環境に調和する企業システムのあり方を提唱することを目的とし

た研究活動を実施してきました。その研究成果は、フィナンシャル･レビュー第 60号(「コ

ーポレート･ガバナンス」特集)や「日本企業の多様性と企業統治」(財務総合政策研究所)

などで発表しております。 

また当研究所では、研究の一環として、1999年 11月は、上場･店頭企業 2486社を対象

としたアンケート調査を実施しました。このアンケート調査は、企業のご協力のもと、1219

社(回答率 49％)からの回答があり、その分析結果はフィナンシャル･レビュー60 号にも掲

載されています。現在、このアンケート調査からおよそ 3年が経過しましたが、その間に

日本企業を取り巻く外部環境は大きく変化しました。例えば、金庫株の解禁や委員会等設

置会社の採用を可能にした商法改正や、時価会計導入等の会計制度の変更が次々に行われ

ています。このような外部環境の変化に対応して、企業のガバナンスへの取組みにも、新

たな変化が見られます。例えば、取締役会改革、報酬制度改革、企業組織の変革、情報公

開活動の積極化などの取組みが進展しています。このようなコーポレート･ガバナンスにお

ける変化の実態はいかなるものか、なぜ変化しなくてはいけないのか、どのような企業で

その変化が生じているのか、企業パフォーマンスとはいかなる関係にあるのか、といった

問題は、21世紀の日本の企業システムを再構築する上で、重要かつ緊急な問題であると考

えられます。 

我々は、このような問題意識に立ち、3 年前のアンケート調査との比較分析も念頭に置

きながら、2002年 12月に、上場･店頭企業 2577社を対象とした第 2回目となるコーポレ

ート･ガバナンスアンケートを実施しました。今回も、企業の皆様のご協力を得て、876

社からの回答を得ました。 

本報告書では、このアンケート調査を利用し、①3 年前との比較を通じて近年の変化を

分析することに加え、②アンケートの定性情報からガバナンス改革への取組みの積極性を

示す指標を作成し、この取組みと企業パフォーマンスの関係、③さらに、この改革の決定

要因など、を包括的に検討することを課題としました。このような定性的な情報と財務デ

ーターを統合した大量サンプルからなる包括的な分析は、過去にあまり存在しません。本

報告書では、こうした分析を通じて、幾つかの新たな事実と解釈を提示しております。こ

 



うした成果が、この分野における議論を活発化する 1つの契機になれば幸甚です。 

なお、本研究は、この分野における学会・実業界の第一人者の方々をメンバーとする「コ

ーポレート･ガバナンスと今後のわが国の企業経営に関する研究会」(座長：貝塚啓明財務

総合政策研究所名誉所長・中央大学法学部教授、詳細は別紙)において、多くの有益なご意

見やコメントを頂きました。この場を借りてメンバーの方々には改めて感謝申し上げます。 
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